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https://www.bousai.go.jp/pdf/250312_kouhyou.pdf

「令和六年等における特定地域に係る激甚災害及びこれに
対し適用すべき措置の指定に関する政令」について

令和 7年 3月12日 内閣府政策統括官（防災担当）

　「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に
関する法律」に基づき、別紙のとおり、当該災害を
激甚災害として指定し、併せて当該災害に対する適

用措置を指定する政令が ３月 ７日（金）に閣議決定さ
れ、本日（ ３月12日（水））公布・施行されましたの
で、お知らせいたします。

１．激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定� ※「◎」は指定済みの災害

激　　甚　　災　　害 対 象 区 域
適用措置

3条
4条

平成30年 ６ 月21日から令和 ６年 ２月19日までの間の地滑り 和歌山県有田郡有田川町 ○

令和 ３年 ７月 ７日から令和 ６年 ２月15日までの間の地滑り 鳥取県東伯郡湯梨浜町 ○

令和 ４年 ９月19日から令和 ６年 ２月15日までの間の地滑り 宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町 ○

令和 ５年 ４月 ７日から令和 ６年 ８月 １日までの間の地滑り 和歌山県日高郡日高川町 ○

令和 ５年 ５月 ６日から令和 ６年 ３月18日までの間の地滑り 島根県雲南市 ○

令和 ５年 ６月20日から令和 ６年10月22日までの間の地滑り 鹿児島県大島郡宇検村 ○

令和 ５年 ８月 ７日から令和 ６年 ２月14日までの間の地滑り 福島県東白川郡鮫川村 ○

令和 ６年 ３月23日及び同月24日の豪雨 宮崎県東臼杵郡椎葉村 ○

令和 ６年 ８月 ９日の豪雨 北海道苫前郡羽幌町 ○

令和 ６年11月 ８ 日から同月10日までの間の豪雨
沖縄県国頭郡国頭村 ○

沖縄県国頭郡大宜味村 ○

令和 ６年 ８月10日から同月13日までの間の暴風雨 岩手県下閉伊郡岩泉町 ◎

令和 ６年11月 １ 日及び同月 ２日の豪雨 島根県仁多郡奥出雲町 ○

「令和六年等における特定地域に係る激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の
指定に関する政令」について
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激甚災害指定により適用される措置の概要
（令和六年等における特定地域に係る激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令）

（第 ３・ ４条）公共土木施設災害復旧事業等

＜通常の災害時の措置＞　（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等）
○公共土木施設（河川・海岸・砂防設備・道路・港湾・漁港・水道・下水道・公園等）、公立学校、公営住宅、生活保護・
児童福祉・老人福祉・障害者福祉等の施設の災害復旧事業、都道府県等が行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水
の排除事業等が対象
○公共土木施設災害復旧事業では、復旧費用の自治体の標準税収入に対する割合に応じ、段階的に国庫負担率を嵩上げ
○補助率　　70％（地方負担分への交付税措置を加えると９８．５％）
　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）

＜激甚災害指定時の措置＞
○補助率等を嵩上げ　　70％ ⇒ ８３％（地方負担分への交付税措置を加えると９９．２％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）
　 ※プール計算方式　（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのではなく、各事業の地方負担額を合計し、地方公共団体の
　　　　　　　　　　　標準税収入に応じて一部を国が負担）

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で定める基準に基づく。

２．適用措置の概要
○　公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財
政援助（法第 ３条、第 ４条）
　公共土木施設の災害復旧事業等について、公共土

木施設災害復旧事業費国庫負担法等の根拠法令等に
基づく通常の国庫補助率を嵩上げ。
（過去 ５カ年の実績の平均では公共土木施設等は70
％→83％に嵩上げ）
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「令和六年八月二十六日から九月三までの間の
暴風雨及び豪雨による災害についての激甚災害並びに

これに対し適用すべき措置の指定に関する
政令の一部を改正する政令」について

令和 7年 3月12日 内閣府政策統括官（防災担当）

https://www.bousai.go.jp/pdf/250312_kouhyou02.pdf

　「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に
関する法律」に基づき、当該災害を激甚災害として
指定し、併せて当該災害に対する適用措置を指定す
る政令が、令和 ６年10月30日（水）に公布・施行され

ましたが、別紙のとおり、対象地域を追加指定する
政令が、令和 ６年 ３月 ７日（金）に閣議決定され、本
日（ ３月12日（水））公布・施行されましたので、お
知らせいたします。

１ ．激甚災害の指定
　令和六年八月二十六日から九月三日までの間の暴
風雨及び豪雨による災害
（※令和 ６年台風第10号の暴風雨等による災害）

２ ．適用措置の指定
 【局激】
【適用措置】
①　公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財
政援助（法第 ３条、第 ４条）公共土木施設の災害
復旧事業等について、公共土木施設災害復旧事業
費国庫負担法等の根拠法令等に基づく通常の国庫
補助率を嵩上げ。
（過去 ５カ年の実績の平均では公共土木施設等は
70％→83％に嵩上げ）

「令和六年八月二十六日から九月三日までの間の暴風雨及び豪雨による災害についての
激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令の一部を改正する政令」
について

【対象地域】
　宮崎県椎

しい

葉
ば

村
そん

　　　　美
み

郷
さと

町
ちょう

【追加指定される地域】
　大分県杵

き

築
つき

市
し

３ ．スケジュール
　 ３月 ７日（金）　閣議決定
　 ３月12日（水）　公布・施行
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激甚災害指定により適用される措置の概要
（令和六年八月二十六日から九月三日までの間の暴風雨及び豪雨による災害）

（第 ３・ ４条）公共土木施設災害復旧事業等

＜通常の災害時の措置＞　（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等）
○公共土木施設（河川・海岸・砂防設備・道路・港湾・漁港・水道・下水道・公園等）、公立学校、公営住宅、生活保護・
児童福祉・老人福祉・障害者福祉等の施設の災害復旧事業、都道府県等が行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水
の排除事業等が対象
○公共土木施設災害復旧事業では、復旧費用の自治体の標準税収入に対する割合に応じ、段階的に国庫負担率を嵩上げ
○補助率　　70％（地方負担分への交付税措置を加えると９８．５％）
　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）

＜激甚災害指定時の措置＞
○補助率等を嵩上げ　　70％ ⇒ ８３％（地方負担分への交付税措置を加えると９９．２％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去 ５カ年の実績の平均）
　 ※プール計算方式　（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのではなく、各事業の地方負担額を合計し、地方公共団体の
　　　　　　　　　　　標準税収入に応じて一部を国が負担）

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で定める基準に基づく。
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000317.html

　令和 ６年に激甚災害として指定された16災害の被災地方公共団体 ２ 県56市町村（※）（次ページ）
に対し、河川・道路などの国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業費の特別財政援助を行います。
　これにより、通常の国庫負担（約 １兆1,717億円）に加え、約442億円の国庫負担の嵩上げを措置
し、嵩上げ後の国庫負担率は93.4％となります。

（※）激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和三十七年法律第百五十号）に基づく「特定地方公共団
体」に該当した場合は、特別財政援助を行うこととなっています。

いのちとくらしをまもる 防災減災

激甚災害の指定に伴う特別財政援助を行います
～国土交通省関係では、 ２県56市町村を対象に　　　　　
　　　 約442億円の国庫負担を措置、国庫負担率93％へ～

令和 7年 3月12日 水管理・国土保全局防災課

○国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業に係る国庫負担の嵩上げ額

激甚災害特例対象事業費 通常の国庫負担額 国庫負担の嵩上げ額 嵩上げ後の国庫負担額
（事業費に対する国庫負担率）

約 １兆3,024億円 約 １兆1,717億円 約442億円 約 １兆2,159億円
（93.4％）

※Ｒ7. 3 .12時点であり、今後変更があり得る
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災　　害　　名 都道府県名 備　　考

地すべり
【平成30年6月21日～令和6年2月19日】

（局激）
和歌山県 有田川町

あ り だ が わ ち ょ う

（1町）

地すべり
【令和3年7月7日～令和6年2月15日】

（局激）
鳥取県 湯梨浜町

ゆ り は ま ち ょ う

（1町）

地すべり
【令和4年9月19日～令和6年2月15日】

（局激）
宮崎県 五ヶ瀬町

ご か せ ち ょ う

（1町）

地すべり
【令和5年4月7日～令和6年8月1日】

（局激）
和歌山県 日高川町

ひ だ か が わ ち ょ う

（1町）

地すべり
【令和5年5月6日～令和6年3月18日】

（局激）
島根県 雲南市

う ん な ん し

（1市）

地すべり
【令和5年6月20日～令和6年10月22日】

（局激）
鹿児島県 宇検村

う け ん そ ん

（1村）

地すべり
【令和5年8月7日～令和6年2月14日】

（局激）
福島県 鮫川村

さ め が わ む ら

（1村）

富山県 （4市）

石川県 （1県）

豪雨
【令和6年3月23日～3月24日】

（局激）
宮崎県 椎葉村

し い ば そ ん

（1村）

宮城県 （1町）

秋田県 （2市1町1村）

山形県 （1県）

石川県 （1市）

福井県 （1町）

和歌山県 （1町）

島根県 （1市）

大分県 （1市）

熊本県 （2村）

豪雨
【令和6年8月9日】

（局激）
北海道 羽幌

は ぼ ろ

町
ち ょう

（1町）

台風第5号
【令和6年8月10日～8月13日】

（局激）
岩手県 岩泉

いわいずみ

町
ち ょう

（1町）

大分県 杵築
き つ き

市
し

（1市）

宮崎県 （1町1村）

秋田県 （1市）

山形県 （1町1村）

石川県 （2市3町）

豪雨
【令和6年11月1日～11月2日】

（局激）
島根県 奥出雲

お く い ず も

町
ち ょう

（1町）

豪雨
【令和6年11月8日～11月10日】

（局激）
沖縄県 （2村）

令和6年に発生した激甚災害（本激3災害及び局激13災害）に係る
国庫負担の嵩上げを措置する地方公共団体（2県19市26町11村）

高岡市
た か お か し

　氷見市
ひ み し

　小矢部市
お や べ し

　射水市
い み ず し

七ヶ宿
し ち か し ゅ く

町
ま ち

飯豊町
い い で ま ち

  遊佐
ゆ ざ

町
ま ち

由利本荘市
ゆ り ほ ん じ ょ う し

  北秋田市
き た あ き た し

  上小阿仁村
か み こ あ に む ら

  羽後町
う ご ま ち

金沢市
か な ざ わ し

　七尾市
な な お し

　小松市
こ ま つ し

　輪島市
わ じ ま し

　珠洲市
す ず し

加賀市
か が し

　羽咋市
は く い し

　かほく市
し

　能美市
の み し

　津幡町
つ ば た ま ち

内灘町
う ち な だ ま ち

　志賀町
し か ま ち

　宝達志水
ほ う だ つ し み ず

町
ち ょう

　中能登町
な か の と ま ち

穴水町
あ な み ず ま ち

　能登
の と

町
ち ょう

（9市7町）石川県

（2市7町3村）

令和6年能登半島地震
【令和6年1月1日】

（本激）

山形県

市　　町　　村　　名

かほく市
し

由利本荘市
ゆ り ほ ん じ ょ う し

産山村
う ぶ や ま む ら

　五木村
い つ き む ら

梅雨前線豪雨
【令和6年6月8日～7月30日】

（本激）

台風第10号
【令和6年8月26日～9月3日】

（局激）

南越前
み な み え ち ぜ ん

町
ち ょう

杵築市
き つ き し

雲南市
う ん な ん し

酒田市
さ か た し

  尾花沢市
お ば な ざ わ し

  西川町
に し か わ ま ち

  金山町
か ね や ま ま ち

  最上町
も が み ま ち

高野
こ う や

町
ち ょう

椎葉
し い ば

村
そ ん

　美郷
み さ と

町
ち ょう

舟形町
ふ な が た ま ち

  真室川町
ま む ろ が わ ま ち

  大蔵
お お く ら

村
む ら

 鮭川村
さ け が わ む ら

　戸沢村
と ざ わ む ら

※複数の激甚災害に指定されている自治体

豪雨
【令和6年9月20日～9月23日】

（本激）

国頭
く に が み

村
そ ん

　大宜味村
お お ぎ み そ ん

輪島市
わ じ ま し

　珠洲市
す ず し

　志賀町
し か ま ち

　穴水町
あ な み ず ま ち

　能登町
の と ち ょ う

西川町
に し か わ ま ち

　戸沢村
と ざ わ む ら

※

※

※ ※

※

※

※ ※

※

※

※

※

※ ※

※

※ ※※

※

※

※ ※

※

※



（8） 第 910 号 防 災 令 和  7  年  4  月  1  日

https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001905.html

　この冬は、年末年始や ２月上旬からの大雪などにより、各地で、平年を大幅に上回る積雪を記録
しています。
　地方公共団体の道路除雪費は、年度当初に配分した道路除雪費を上回る執行状況となっており、
財政的な追加支援の必要性が生じています。
　このため、除雪費の更なる追加支援に向けて、 ２月２１日から地方公共団体に対し、年度末までの
除雪費用の執行見込みなどの聞き取りを行い、その結果を踏まえ、約５５７億円を配分します。この
支援額は過去最大のものです。

・道府県・政令市： ２７自治体　　　　　国費３３７億円
・市町村　　　　：３１０自治体　　　　　国費２２０億円
　　　　　　　　　　　　　　　 合計　国費５５７億円

※当初保留分（道府県・政令市：１３１億円、市町村：３９億円）含む

地方公共団体の道路除雪費に
過去最大の支援を実施
～今冬の道路除雪費用を追加配分～

令和 7年 3月18日 道路局環境安全・防災課

地方公共団体の道路除雪費の更なる追加支援に向けた流れ

聞き取り結果を踏まえ、道路除雪費の追加配分

２月２１日

更なる追加支援に向け
地方公共団体の除雪費の執行状況等の聞き取り開始

３月上旬

地方公共団体からの聞き取り結果とりまとめ

３月１８日（今回）
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単位：百万円

11,499 8,570 2,929 (105)

札幌市 745 260 484

4,497 2,187 2,310 (30)

2,022 1,572 450 (16)

826 544 282 (8)

仙台市 154 53 101

2,747 1,304 1,443 (24)

3,975 1,759 2,215 (35)

2,594 1,474 1,120 (15)

230 140 90 (2)

551 529 23 (2)

2,214 1,939 274 (10)

9,967 4,697 5,270 (28)

新潟市 873 98 775

1,886 903 983 (15)

2,310 1,274 1,036 (19)

2,919 1,715 1,204 (14)

2,275 1,338 937 (17)

493 413 80 (6)

837 513 324 (7)

京都市 59 59 0

1,049 671 377 (6)

977 971 6 (1)

579 367 212 (12)

489 379 110 (4)

694 365 329 (6)

65 65 0

55,701 33,690 22,011 (382)
※1　市町村の全国計には市町村指導監督事務費として国費８百万円（国費率１０／１０）を計上している
※2　四捨五入の関係で、合計と合わない場合がある。

令令和和６６年年度度　　道道路路除除雪雪費費補補助助等等　　道道府府県県別別内内訳訳表表

【国費】

配分額合計
道府県・政令市 市町村

富山県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

栃木県

群馬県

長野県

新潟県

全国計

石川県

岐阜県

福井県

滋賀県

京都府

兵庫県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県
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令和６年度積雪寒冷地域の降雪状況 【令和7年3月12日時点】

【凡例】
－：過去5年平均
－：今冬（R6 年度）

今冬（R6年度）

350ｃｍ
（1.3倍）

過去5年平均
261ｃｍ

R6 R7

※23道府県（103観測点）での
日降雪量の平均値

※「過去５年平均」は、23道府県
（103観測点）での日降雪量の
平均値を、R1～R5年度で平均。

3/12
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令和 ６年度 水防専門家の派遣実績について

公益社団法人 全国防災協会

　当協会では、水防団・消防団、国土交通省OB等
を中心に水防技術に精通した専門家（R 7.3.31現在
57名）を派遣する制度を平成19年 2 月に創設しまし
た。水防団等への水防に関する知識、技能の向上を
支援するため、水防管理団体の要請に応じ水防訓練
の講師（縄結びやシート張工、月の輪工等の指導）
として派遣しています。令和 6年度は、20機関の要

表－ １　令和 6年度 水防専門家派遣実績 （令和 7年 3月31日現在）

請に対し、延べ30名（人・日）を派遣しています。
また、制度開始以来384機関の要請に対し、871名（人・
日）を派遣しています。

※水防専門家派遣制度の詳細については、当協会ホ
ームページ「水防専門家派遣制度」をご覧下さい。
https://www.zenkokubousai.or.jp/saigai_flood.html

No. 派遣要請機関 派 遣 目 的 派 遣 場 所 派 遣 日 派遣回数 延　　べ
派遣者数 水防専門家名

1 網走開発建設部 水防演習講師 北海道北見市 R 6 . 5 .31
6 . 1

2 2 尾　形　　　寿

2 滋賀県流域政策局 水防研修会講師 滋賀県守山市 4 .26 1 1 柗　永　正　光

3 滋賀県流域政策局 水防研修会講師 滋賀県東近江市 5 .21 1 1 柗　永　正　光

4 行田県土整備事務所 水防工法講習会講師 埼玉県行田市 5 .21 1 1 茂　木　　　弘

5 尼崎市 水防工法指導 兵庫県尼崎市 5 .16 1 1 柗　永　正　光

6 由利本荘市 水防訓練講師 秋田県由利本荘市 5 .26 1 1 菅　原　信　雄

7 兵庫県河川整備課 水防技術講習会講師 兵庫県三木市 5 .31 1 2 柗　永　正　光
谷　田　登志晴

8 加須市・羽生市
水防事務組合

水防訓練講師 埼玉県加須市 6 . 1 1 1 茂　木　　　弘

9 出雲河川事務所 水防訓練講師 島根県出雲市 6 . 2 1 6 江　角　俊　明
土　江　秀　治
木　村　克　己
土　江　清　司
元　山　　　勉
犬　山　　　正

10 出雲市消防団
斐川東部方面隊

水防講習会講師 島根県出雲市 6 .16 1 1 江　角　俊　明

11 埼玉県行田市 水防演習講師 埼玉県行田市 6 .22 1 1 茂　木　　　弘

12 大里郡利根川
水害予防組合
（熊谷市）

水防研修会講師 埼玉県熊谷市 6 .29 1 1 茂　木　　　弘

13 札幌開発建設部 水防技術講習会 北海道江別市 7 . 3 1 1 後　藤　定　輝
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表－ ２　これまでの派遣実績 （令和 7年 3月31日現在）

No. 派遣要請機関 派 遣 目 的 派 遣 場 所 派 遣 日 派遣回数 延　　べ
派遣者数 水防専門家名

14 函館開発建設部
今金河川事務所

水防講習会講師 北海道今金町 8 . 1 1 1 後　藤　定　輝

15 留萌開発建設部
幌延河川事務所

水防技術講習会 北海道幌延町 9 .19 1 1 石　澤　　　寛

16 帯広開発建設部
帯広河川事務所

水防技術講習会講師 北海道幕別町 10.10 1 2 平　野　正　則
増　田　宏　幸

17 島根県邑南町 水防訓練講師 島根県邑南町 11.10 1 1 江　角　俊　明

18 （公財）埼玉県公園
緑地協会

水防研修講師 埼玉県羽生市 11. 6 1 1 茂　木　　　弘

19 旭川開発建設部 水防演習講師 北海道旭川市 R 7 . 3 .13 1 1 坂　内　利　孝

20 中国地方整備局 水防講習会講師 島根県益田市 R 7 . 3 .16 1 3 江　角　俊　明
元　山　　　勉
犬　山　　　正

計 20 21 30

年　度 派遣先機関数 派遣回数 延べ人数
（人・日） 備　　　　　考

１９年度 14 14 28 中国地方整備局　河川管理課　ほか

２０年度 27 28 60 関東地方整備局　甲府河川国道事務所　ほか

２１年度 27 32 65 四国地方整備局　高知河川国道事務所　ほか

２２年度 22 25 50 四国地方整備局　徳島河川国道事務所　ほか

２３年度 24 26 49 滋賀県土木交通部流域政策局　ほか

２４年度 19 19 41 鳥取県　ほか

２５年度 20 23 51 北海道開発局網走開発建設部　ほか

２６年度 24 25 43 新潟県妙高市　ほか

２７年度 30 34 68 青森県　ほか

２８年度 28 34 65 新潟県消防学校　ほか

２９年度 32 43 83 埼玉県大里郡利根川水防予防組合　ほか

３０年度 27 41 78 九州地方整備局八代河川国道事務所　ほか

元年度 23 35 71 福島県　ほか

２年度 5 5 7 北陸地方整備局金沢河川河川国道事務所　ほか

３年度 7 11 13 加須市・羽生市水防事務組合　ほか

４年度 15 27 30 山形県遊佐町　ほか

５年度 20 24 39 尼崎市　ほか

６年度 20 21 30 出雲市消防団斐川東部方面隊　ほか

計 384 467 871

※制度の発足は平成１９年 ２ 月
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令和 ６年度災害復旧技術専門家の派遣実績について

公益社団法人 全国防災協会

　災害復旧技術専門家派遣制度は、平成15年11月に
発足し、被災現地への派遣や各機関（団体）が開催
する災害復旧事業関係の講習会・研修会の講師とし
て派遣しています。
　これまで延べ437機関（団体）に1,061人・日派遣し
ました（令和 7年 3月３１日現在）。
　令和 6年度は、令和 6年 ７月豪雨で被災した山形
県酒田市、真室川町、鮭川村、庄内町の要請に基づ
き専門家を被災現地に派遣し、復旧工法や災害申請
にあたっての留意点等のアドバイスを行いました。

　講習会・研修会では、災害復旧事業制度や復旧工
法等について講習し、地方自治体職員や測量・設計
業の災害担当者のスキルアップを支援しています。
模擬査定講習は、実際の災害時に災害申請を行う職
員を対象に、座学により災害査定の留意点等を学習
し、過去に災害査定を受けた現場（机上も含む）に
おいて査定に使用した図面等をテキストに用いて模
擬査定演習を行い災害査定の流れや方法を理解し、
今後災害が発生した場合に対応するための研修で
す。

No. 派遣要請機関 派遣目的 派遣場所 自治体数 派遣日 派遣回数
（日数）

延　　べ
派遣者数 技術専門家名 備　　考

1 京都府（砂防課） 担当者会議講師 京 都 市 1 R 6 . 5 .14 1 1 武　田　正　利
2 北海道建設技術セ
ンター

講習会講師 札 幌 市 1 R 6 . 5 .27 1 2 藤　田　成　人
木　村　康　裕

3 全測連九州地区協
議会

講習会講師 大 分 市 1 R 6 . 6 . 3 1 1 後　藤　信　孝

4 （一社）熊本県測量
設計コンサルタン
ツ協会

講習会講師 益 城 町 1 R 6 . 6 .11 1 1 後　藤　信　孝

5 福島県（技術管理
課）

研修講師 福 島 市 1 R 6 . 6 .12 1 1 渡　辺　宏　喜 模擬査定講習

6 東北地方整備局 セミナー講師 多賀城市 1 ①R 6 . 6 .13
②R 6 . 6 .14

2 10 ①②　大利　泰宏
①②　本田　保惠
①②　槻山　敏昭
①②　佐藤　正明
①　　花篭　利行
①　　加藤　　孝

模擬査定講習

7 （一社）九州地域づ
くり協会

講習会講師 福 岡 市 1 R 6 . 6 .17 1 1 後　藤　信　孝

8 遠賀川河川事務所 講習会講師 福 岡 県
直 方 市

1 R 6 . 6 .20 1 5 後　藤　信　孝
杉　山　光　徳
田　中　友　瑞
宮　原　幸　嗣
秀　徳　徳　穂

9 福岡県久留米市 講習会講師 福 岡 県
久留米市

1 R 6 . 6 .24 1 3 後　藤　信　孝
島　本　卓　三
杉　山　光　徳

10 九州地方整備局 研修講師 福 岡 県
久留米市

1 ①R 6 . 6 .25
②R 6 . 6 .26

2 14 ①②　後藤　信孝
①②　島本　卓三
①②　松本　親久
①②　杉山　光徳
①　　秀徳　徳穂
①　　山口　　隆
①②　宮原　幸嗣
①②　田中　友瑞

模擬査定講習

11 東北地方整備局 セミナー講師 仙 台 市 1 R 6 . 6 .27 1 1 槻　山　敏　昭

表－ １　令和 6年度 災害復旧技術専門家派遣実績 一覧表 （令和 7年 3月31日現在）
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No. 派遣要請機関 派遣目的 派遣場所 自治体数 派遣日 派遣回数
（日数）

延　　べ
派遣者数 技術専門家名 備　　考

12 宮崎河川国道事務
所

講習会講師 宮 崎 市 1 R 6 . 6 .28 1 4 後　藤　信　孝
永　吉　修　平
松　本　和　信
杉　山　光　徳

13 富山県 講習会講師 富 山 県
富 山 市

1 R 6 . 7 .12 1 1 中　村　信　悟

14 （一社）関東地域づ
くり協会

講習会講師 東 京 都
北 区

1 R 6 . 7 .19 1 1 小幡　宏

15 （公財）徳島県建設
技術センター

講習会講師 徳 島 市 1 R 6 . 7 .19 1 1 九十九 聡

16 岩手県（砂防災害
課）

研修講師 奥 州 市 1 R 6 . 7 .18
-19

2 4 木　村　　　篤
佐々木　範　喜

模擬査定講習

17 （公財）青森県建設
技術センター

研修会講師 八 戸 市 1 R 6 . 7 .17 1 1 工　藤　繁　明 模擬査定講習

18 宮城県 研修講師 富 谷 市 1 R 6 . 7 .26 1 3 大　利　泰　宏
高　橋　義　信
西　　　信　浩

模擬査定講習

19 （一社）岩手県測量
設計業協会

研修会講師 盛 岡 市 1 R 6 . 7 .26 1 3 木　村　　　篤
野　中　　　聡
佐々木　範　喜

20 埼玉県（総合技術
センター）

研修講師 さいたま市 1 R 6 . 8 . 7 1 1 大　野　康　夫 模擬査定講習

21 （一社）青森県測量
設計コンサルタン
ト協会

講習会講師 青 森 市 1 R 6 . 7 .30 1 1 古　川　達　夫

22 徳島県 研修講師 徳 島 市 1 R 6 . 9 .26 1 1 九十九　　　聡
23 川内川河川事務所 講習会講師 鹿児島県

薩摩川内市
1 R 6 . 8 .22 1 4 後　藤　信　孝

永　吉　修　平
松　本　和　信
杉　山　光　徳

24 山形県 災害復旧事業の
技術的助言

酒 田 市
真室川町
鮭 川 村
庄 内 町

4 R 6 . 8 .27 1 3 大　森　祐　一
加　藤　　　孝
小　松　英　伸

R6年7月豪雨

25 東北地方整備局 講習会講師 仙 台 市 1 R 6 . 9 .24 1 2 加　藤　　　孝
大　森　祐　一

26 神奈川県 研修講師 横 浜 市 1 R 6 .10.03 1 4 網　倉　　　孝
小　内　　　薫
久　保　　　徹
鶴　木　拓　也

模擬査定講習

27 山形県酒田市 災害復旧事業の
技術的助言

酒田市管内 1 2024.10.16 1 1 金　内　　　剛 R6年7月豪雨

28 長崎河川国道事務
所

講習会講師 長 崎 市 1 R 6 .10.18 1 3 後　藤　信　孝
杉　山　光　徳
田　中　友　瑞

29 茨城県 講習会講師 水 戸 市 1 R 6 .10.30 1 1 横　田　喜一郎
30 筑後川河川事務所 講習会講師 福 岡 県

久留米市
1 R 6 .11. 6 1 5 後　藤　信　孝

松　本　親　久
杉　山　光　徳
宮　原　幸　嗣
田　中　友　瑞

31 技術士会宮崎県支
部

講習会講師 宮 崎 市 1 R 6 .11.30 1 1 後　藤　信　孝

32 出水地区社会基盤
整備推進協議会

講習会講師 鹿児島県
出 水 市

1 R 7 . 1 .31 1 4 後　藤　信　孝
永　吉　修　平
杉　山　光　徳
与那嶺　　　淳

33 （一社）九州地域づ
くり協会

講習会講師 熊 本 市 1 R 7 . 2 . 5 1 1 後　藤　信　孝

34 北海道建設技術セ
ンター

講習会講師 札 幌 市 1 R 7 . 3 . 4 1 1 藤　田　成　人

35 遠賀川河川事務所 講習会講師 福 岡 県
直 方 市

1 R 7 . 2 .12 1 5 後　藤　信　孝
秀　徳　典　穂
杉　山　光　徳
宮　原　幸　嗣
田　中　友　瑞
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No. 派遣要請機関 派遣目的 派遣場所 自治体数 派遣日 派遣回数
（日数）

延　　べ
派遣者数 技術専門家名 備　　考

36 大隅河川国道事務
所

講習会講師 鹿児島県
肝 付 町

1 R 7 . 2 .19 1 3 後　藤　信　孝
永　吉　修　平
杉　山　光　徳

37 八代河川国道事務
所

講習会講師 熊 本 県
八 代 市

1 R 7 . 2 .26 1 4 後　藤　信　孝
松　本　親　久
川　内　　　学
工　藤　浩一郎

38 九州地方整備局 講習会講師 福 岡 県
福 岡 市

1 R 7 . 2 .27 1 9 後　藤　信　孝
松　本　親　久
杉　山　光　徳
矢　野　　　寬
川　内　　　学
宮　原　幸　嗣
工　藤　浩一郎
田　中　友　瑞
藤　原　史　武

派遣機関数 派遣自治体数
計 38 41 41 112 講習会等　108人

現地派遣　  4 人

年　度 派遣先機関数 派遣回数 派遣箇所数 延べ員数
（人・日） 備　　　　　考

１６年度 6 11 266 94 新潟県中越地震　ほか
１７年度 8 8 9 8 静岡県地すべり　ほか
１８年度 12 12 12 13 静岡県台風第１３号　ほか
１９年度 15 15 15 15 宮崎県梅雨前線豪雨及び台風第 ４号　ほか
２０年度 18 19 29 24 京都府地すべり調査　ほか
２１年度 18 18 18 23 岡山県地すべり調査　ほか
２２年度 17 17 22 30 千葉県液状化調査　ほか
２３年度 22 25 28 65 茨城県東日本大震災　ほか
２４年度 28 21 31 132 ７ 月九州北部豪雨　ほか
２５年度 15 19 28 27 岩手県 ８月 ９日豪雨　ほか
２６年度 9 10 9 15 7 月 9 日豪雨（山形県、長野県）

8月広島豪雨　ほか
２７年度 13 18 18 37 9 月関東・東北豪雨

（宮城県、福島県、栃木県）　ほか
２８年度 25 32 32 58 4 月熊本地震

9月台風10号（北海道、岩手県）　ほか
２９年度 24 28 28 47 7 月九州北部豪雨（福岡県）ほか
３０年度 22 28 28 48 西日本豪雨（H30. 7 豪雨）（愛媛県）他
元年度 42 45 46 75 ８ 月の前線に伴う大雨（九州北部豪雨）、

台風１９号　ほか
２年度 15 22 15 36 令和 ２年 ７月豪雨、福島県沖地震
3年度 18 23 18 39 令和 ３年梅雨前線豪雨
４年度 34 38 39 70 令和 ４年 ７月豪雨、令和 ４年 ８月豪雨
5年度 38 41 40 93 令和 5年 ７月豪雨、令和 5年 ８月豪雨

令和 6年能登半島地震
7年度 38 41 41 112 令和 6年 ７月豪雨
計 437 491 772 1,061

表－ ２　これまでの派遣実績 （令和 7年 3月31日現在）
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公益社団法人 日本河川協会 参与　松田　芳夫

河川入門講座 �

超過洪水対策
―想定外から L1 L2へ―

　水害対策の河川改修事業（ダム建設を含む）を行
うにあたり、水害防止の対象となる大きさの洪水、
すなわち計画の対象として想定する洪水を、「計画
洪水」（計画高水とも云います）と云います。
　いわば「想定内」の洪水です。
　そしてこの計画洪水の最大の流量を「計画高水流
量」、そのときの河道の水位の高さ、これは堤防を
築くときの基本になる高さですが、「計画高水位」
といいます。
　なお、上流に洪水調節ダムがあるときは、その洪
水調節量を見込んで減った後の洪水流量に対する水
位です。
　一般に計画洪水としては、過去に発生した最大の
洪水（「既往最大洪水」といいます）とか、水理観
測データーを基に推定した100年に １度とか200年に
1度の大きさの洪水を採用します。

　このように計画洪水は、人為的に想定したもので
すから、気候や気象によっては、これ以上の洪水の
発生は十分予想し得るところで、国や都道府県の河
川管理者は、計画洪水より大きい洪水を「超過洪水」
と称してその発生を危惧しています。
　経済力の限界もあり、かつては計画洪水を小さく
設定しがちであり、その代償として超過洪水が度々
発生しました。
　そして超過洪水が発生したときは、計画洪水を大
きくするという対応で、洪水のたびごとに計画が変
更されるということの繰り返しでした。
　こうした経験から、河川管理者は計画以上すなわ
ち「想定外」の洪水の発生を想定していたと云えま
す。
　但し、実際の具体の対応手段というと洪水予報警
報、水防、避難情報くらいに限定されていました。

　2011年 ３ 月の東日本大震災の大津波で、福島原子

力発電所が被災し大事に到ったとき、電力会社や原
子力関係者は、あの大津波は「想定外」だとの発言
がくり返され、それは単なる言い訳に過ぎないとし
て世間の顰蹙を買いました。

　この苦い体験により、防災政策の世界に大きな変
化が起こりました。
　従来は想定外力、設計外力というものを定め、そ
れに対しては施設や構造物は耐え得るように設計さ
れますが、その想定・計画以上の外力に対しては壊
れたり、性能が発揮できなくても仕方が無い、それ
は想定外であるというものでした。

　防災思想の変化というのは、自然の外力、地震や
風水害の大きさには限界は無く、発生確率は小さく
ても超巨大外力が必ず生じ得るので、それを無視し
ないこと。そして如何なる場合でも、人命の安全の
確保を最重点とし死者を出さないようにすること、
という ２点につきます。
　そして、そのための技術論が、L1 L2（エルワン　
エルツ―）の考え方です。
　これはレベル １、レベル ２を縮めた云い方です。
　レベル １というのは、発生確率が100年に １回と
か、200年に １回とかの地震や洪水を計画の値とし
て定め、それに対して構造物を建設するもので、従
来の防災事業の考え方と変わりありません。
　但し、その場合であっても万一の破壊の時には、
瞬時にペシャンコになったり、吹飛んだりするので
はなく、人が逃げるだけの時間を稼ぐため、時間を
かけて壊れる粘り強い構造の工夫をするのです。

　レベル ２は、レベル １の対象とする外力より頻
度は少ないがもっと大きい外力、500年に １回とか
1000年に １回という東日本大震災のような超大型の
作用や外力を対象とします。
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　レベル １のように構造物の強さや大きさで対抗す
るのではなく、巨大災害時にも人命の損失だけは最
小限にするという考えです。
　そのために、土地利用、開発、都市計画、建築、
避難、災害の予測、予報など、あらゆる分野の知恵
と組織を総動員するものです。
　国土強靭化法の制定もあって、防災対策を従来の
ように地震だ、火災だ、風水害だと現象の種別ごと
に、又、住宅、道路、河川というような分野別の対
応ではなく、地域整備、街づくりの重要課題として

総合的に考えていくという姿勢が広がりつつあるの
は好ましいことです。
　人間の想像力はもともと広がりがあるのに、想定
内だ、想定外だと線を引いて自ら思考の自由度を制
限していたのは、今から考えると不思議な感じがし
ます。

　超過洪水対策という概念を有していた河川管理の
分野は、水害の発生が多かったことから生まれたの
でしょうが、時代の先を行っていたと云えます。
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今回異動者：R7.4.1 現在 （前回掲載はR6.11月）

（九州・沖縄・東北・北陸）（北陸・関東・四国）

（中国・中部・北海道） （関東・東北・中国） （近畿・関東・九州・沖縄）

（中部・近畿・九州・沖縄） （四国・中部・中国） （北海道・東北・北陸）災害監査係長



令 和  7  年  4  月  1  日 防 災 （19）第 910 号

協会だより

令和 7年度　災害復旧実務講習会の
日程が決まりました

１．　開 催 日　令和 7年 5月19日㈪～20日㈫の
　　　　　　　 2日間
２．　会　　場　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー

　東京都千代田区平河町 2− 7− 4
　TEL　03-3261-8386（代表）

３．　講義内容　別紙日程表（案）のとおり
４．　受講者数　50０名（お申込み受付は先着順とし、

定員になり次第、締め切ります。）

５．　受 講 費
　　◎会　員：１7,520円（受講費 ３,420円、

　　　　　テキスト代 14,100円）
　　◎非会員：１8,50０円（受講費 3,600円、

　　　　　テキスト代 14,900円）
6．　お申込み　当協会のホームページをご覧くださ

い。
7．　その他　CPD取得単位について
　この実務講習会の取得単位は、 2日間を一つのプ
ログラムとして認定を受けています。よって、 1日
のみの受講での認定はできませんので、取得を希望
される参加者はご注意ください。
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別紙

令和 7年度 災害復旧実務講習会日程表
� 於：東京都千代田区　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー

月 　日

12:00 ～ 13:00 　受  付

公益社団法人全国防災協会

国土交通省 水管理・国土保全局

（第１日目）

5月19日

(月） 　　　災害対策調整官   新 井 田　  浩

　　　災害対策調整官   新 井 田　  浩

15:20 ～ 15:35 15 　休　憩

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

9:30 ～ 10:00 　受　 付

12:10 ～ 13:30 80 　昼　食 ・ 休　憩

（第２日目）

5月20日

(火）

15:05 ～ 15:20 15 　休　憩

閉　 講

※講師は、業務などの都合により変更する場合があります。

　二級河川日向川水系荒瀬川災害復旧助成事業について
　　（令和６年７月２５日からの大雨）

公益社団法人　全国防災協会

理 事 富 田 和 久

国土交通省 国土政策局 地方政策課 調整室　　　　　

課長補佐 青 木 朋 也

10:00 ～ 11:10

災害査定官

15:50 16:40～

平 塚 修 二

50

70

50

　　　～制度紹介と活動実績～

16:40 ～

　「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の概要について

～

講       師       名 （敬称略）

～

14:20

時 　間

課長補佐 益 子 修

13:50 ～ 14:40

　災害復旧事業の新たな取組について～ 15:20

  災害事務の取扱いについて①

　災害復旧事業制度の概要と災害復旧事業の予算

防災課長

～ 13:2013:05 　最近の自然災害と防災・減災の取組について

講　　 　義　 　　題　　 　名

改良計画係長

45

13:30 ～ 14:20

15

5

15

30

50

50

40

7016:45

  災害事務の取扱いについて②

　災害復旧事業費の精算と成功認定

13:20
国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

磯 部 良 太
～ 　自然災害への備え・対応について

　災害復旧技術専門家派遣制度について

60

16:55

15:20

13:05 　主催者挨拶

15:50 30
　防災・減災対策等強化事業推進費
　～災害対策や防災・減災対策に必要な緊急予算を支援～

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

災害監査係長 阿 部 洋 一

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

防災政策調整官 西 田 将 人

災害査定官 牧 之 内 洋 一

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

総括災害査定官 白 波 瀬 卓 哉

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

防災企画官

15:05

　改良復旧事業の取扱いと事業計画策定について
国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

12:10

尾 﨑 開

～

山形県 県土整備部 河川課 流域治水推進室　　　　　

室長補佐 清 野 典 明

副会長 上 総 周 平
13:00

西 澤 賢 太 郎

13:50

15:35 ～

　災害復旧事業の技術上の実務について

　大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）

　　                及び事前ルール化について

　デジタル技術を活用した災害復旧について

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

基準係長 工 藤 一 彦

11:10 ～

14:40

16:45 ～ 17:35

　公共土木施設災害復旧事業の基本原則について

　災害査定の留意点について



令 和  7  年  4  月  1  日 防 災 （21）第 910 号

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や国、都
道府県等の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務
所長等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制
度を熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見
を有する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門

家に登録するには、ご本人からの申請と在職してい
た国や都道府県の災害担当部局からの推薦に基づき
審査し認定登録しています。登録証等は推薦機関よ
りご本人に伝達していただいており、今回、令和 7
年 3月 5日付で登録となった東北地方整備局OBの
方 １名の伝達の様子をご紹介いたします。

協会だより

災害復旧技術専門家登録証伝達式

成田秋義氏　統括防災官髙松昭浩様

東北地方整備局

◯平成 7年 3月24日
　令和 7年 3月 5日付で認定登録された成田秋義氏
（㈱パスク）に統括防災官髙松昭浩様から登録証を
伝達していただきました。また、東北地方整備局か

ら総括防災調整官齋藤茂則様、災害対策マネジメン
ト室長片野正章様、災害復旧技術専門家東北ブロッ
クから本田保惠氏、槻山敏昭氏、加藤孝氏に立ち会
っていただきました。



（22） 第 910 号 防 災 令 和  7  年  4  月  1  日

箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

<1> <37,000> <1> <37,000>

北 海 道  000,402,4 89 000,73 1 000,841 3 000,918,3 39 000,002 1

<1> <397,958> <1> <397,958>

)000,49()4()000,49()4(

]000,351[]2[]000,351[]2[

岩 手  448,451,8 122 859,793 1 683,612,7 002 000,724 31 005,311 7

宮 城  002,517,1 91 000,048 1 002,578 81

]000,75[]2[]000,75[]2[

秋 田  002,828,91 514 002,149,81 993 000,894 2 000,983 41

)000,09()2()000,09()2(

]269,134,2[]81[]000,3[]1[]269,824,2[]71[

山 形  689,363,35 489 000,3 1 689,063,35 389

福 島  439,234 4 586,972 1 942,351 3

栃 木  012,610,3 66 012,610,3 66

群 馬  005,172 9 005,172 9

]000,61[]1[]000,61[]1[

埼 玉  000,192 01 000,192 01

千 葉  005,771,1 51 000,856 11 005,915 4

)757,9()1()757,9()1(

]000,7[]1[]000,7[]1[

神 奈 川  757,200,1 22 757,200,1 22

>000,381,1<>71<>000,381,1<>71<

)000,04()5()000,04()5(

]043,912,1[]01[]043,912,1[]01[

新 潟  604,233,21 731 607,953,7 09 000,006,2 2 007,225,1 44 000,058 1

>000,894,4<>23<>000,894,4<>23<

)419,585()41()419,585()41(

]585,183,31[]69[]585,183,31[]69[

富 山  371,406,63 224 000,052 1 371,928,53 314 000,525 8

>796,136,77<>154<>796,136,77<>154<

)018,464,7()35()000,07()1()018,493,7()25(

]933,603,751[]773[]469,080,451[]553[]573,522,3[]22[

石 川  687,154,742,1 535,6 000,47 2 512,093,498 909,5 175,789,253 426

>000,06<>1<>000,06<>1<

)000,6()1()000,6()1(

]000,022[]2[]000,022[]2[

福 井  005,615,2 34 005,772,1 51 000,932,1 82

山 梨  000,711,2 61 000,16 3 000,650,2 31

(1) (9,900) (1) (9,900)

長 野  006,957,1 46 009,9 1 007,855 31 000,191,1 05

]000,81[]1[]000,81[]1[

岐 阜  789,864,5 911 005,732,2 24 000,06 1 000,003 1 784,178,2 57

>000,002,1<>4<>000,005<>2<>000,007<>2<

静 岡  006,175,8 721 000,145,3 26 000,378 4 006,751,4 16

愛 知  000,309 32 000,309 32

]233,15[]2[]233,15[]2[

三 重  185,254,2 501 930,381,2 99 830,11 1 405,852 5

滋 賀  000,151 6 000,151 6

京 都  005,525 53 005,47 4 000,154 13

大 阪  000,01 1 000,01 1

]000,01[]1[]000,01[]1[

兵 庫  005,274 33 005,101 41 000,173 91

奈 良  000,112,1 7 000,001,1 1 000,111 6

>000,5<>1<>000,5<>1<

和 歌 山  001,729,3 54 000,5 1 000,060,3 6 001,268 83

>789,1<>1<>789,1<>1<

鳥 取  348,727,1 03 000,98 2 658,477 4 789,368 42

島 根  702,231,7 222 000,041 6 704,862,3 59 000,544,2 2 008,872,1 911

岡 山  266,647 89 160,424 45 106,223 44

広 島  189,925,3 632 042,348 34 000,05 1 147,636,2 291

)000,54()3()000,54()3(

]000,22[]2[]000,2[]1[]000,02[]1[

山 口  000,272,6 313 000,094 62 000,657,4 042 000,620,1 74

徳 島  005,383,1 33 000,417 11 000,831 7 000,003 1 005,132 41

香 川  136,165 42 000,051 1 009,881 41 137,222 9

>000,051<>1<>000,051<>1<

愛 媛  009,018,2 181 000,643 23 006,769 65 000,802 4 000,051 1 003,931,1 88

高 知  004,087,3 141 000,375,1 66 000,923 31 000,31 1 004,568,1 16

]000,34[]1[]000,34[]1[

福 岡  004,820,3 66 009,847,1 92 000,052 1 005,920,1 63

佐 賀  009,195 82 000,341 4 000,182 2 009,761 22

)000,81()1()000,81()1(

長 崎  007,361,3 801 005,99 51 007,537 33 000,057 2 005,875,1 85

熊 本  398,609,3 922 675,068,1 501 430,109 29 000,075 3 382,575 92

]000,835[]7[]000,832[]5[]000,003[]2[

大 分  094,807,82 558 037,561,52 477 007,222,3 17 060,023 01

)000,54()5()000,52()4()000,02()1(

]000,32[]2[]000,3[]1[]000,02[]1[

宮 崎  005,083,51 714 000,01 1 005,538,8 172 000,984 11 000,872 3 000,000,2 2 000,867,3 921

>000,684<>5<>000,58<>2<>000,104<>3<

]000,92[]1[]000,92[]1[

鹿 児 島  012,929,91 064 067,936,4 771 005,264,21 822 000,446 6 006,399 4 053,981,1 54

]000,492,2[]11[]000,492,2[]11[

沖 縄  000,438,3 23 000,438,3 23

)204,795()41()204,795()41(

]351,954,8[]14[]351,954,8[]14[

新 潟  480,253,31 163 480,253,31 163

静 岡  000,241 2 000,27 1 000,07 1

浜 松  000,385 21 000,043 9 000,342 3

)000,05()1()000,05()1(

北 九 州  000,05 1 000,05 1

>246,056,58<>515<>859,434<>2<>000,585<>4<>796,329,38<>505<>789,607<>4<

)387,550,9()501()009,9()1()757,821()9()000,331()5()621,426,8()68()000,061()4(

]117,972,681[]875[]000,3[]1[]233,994[]31[]000,953[]5[]240,163,771[]405[]733,750,8[]55[

2 1,050,000 3,203 454,889,760 40 17,275,141 3 148,000 6,803 953,411,678 1,291 48,103,379 2,081 64,812,349 7 857,858 13,430 1,540,548,165 

直 轄 計  934,007,97 831 503,43 2 063,619,4 31 000,717,4 82 672,680,06 34 894,649,9 25

合 計 2 1,050,000 3,255 464,836,258 40 17,275,141 3 148,000 6,846 1,013,497,954 1,319 52,820,379 2,094 69,728,709 9 892,163 13,568 1,620,248,604 

※上段（   ）内書は、公園分、［　　］内書は、水道(令和6年4月以降)・下水道分、<　　>内書は、港湾･港湾に係る海岸分である。 注意書き

補助計

合 計冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 ６年　発生主要異常気象別被害報告 令和 7年 2月28日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html



令 和  7  年  4  月  1  日 防 災 （23）第 910 号

箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

秋 田  000,05 1 000,05 1

]000,053[]1[]000,053[]1[

山 形  000,053 1 000,053 1

新 潟  000,001 1 000,001 1

石 川  000,003 1 000,003 1

福 井  000,203 1 000,203 1

長 野 1 20,000 1 20,000 

和 歌 山  000,080,1 4 000,080,1 4

佐 賀  000,068 2 000,068 2

宮 崎  000,08 1 000,08 1

]000,053[]1[]000,053[]1[

 000,241,3 31 000,02 1 000,08 1 000,203 1 000,043,2 8 000,004 2

合 計  000,241,3 31 000,02 1 000,08 1 000,203 1 000,043,2 8 000,004 2

※上段（   ）内書は、公園分、［　　］内書は、水道・下水道分、<　　>内書は、港湾･港湾に係る海岸分である。 注意書き

補助計

合 計冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 7年　発生主要異常気象別被害報告 令和 7年 2月28日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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